
全会計

貸借対照表
平成28年 3月31日現在

（単位:円）
科        目 当年度 前年度 増  減

          未収金 17,216,515 6,742,645 10,473,870 

Ⅰ　資産の部
  １．流動資産

公益財団法人 関西消費者協会

          棚卸資産 2,847,027 2,037,382 809,645 
          前払費用 194,184 194,184 0 

          現金預金 22,014,317 38,680,773 △ 16,666,456 

    (1) 基本財産

        流動資産合計 42,272,043 47,654,984 △ 5,382,941 
  ２．固定資産

          投資有価証券 4,000,000 4,000,000 0 
        基本財産合計 4,000,000 4,000,000 0 
    (2) その他固定資産
          建物付属設備 192,336 207,928 △ 15,592 

          敷金 1,975,200 1,975,200 0 
        その他固定資産合計 2,442,514 2,528,760 △ 86,246 

          什器備品 154,978 225,632 △ 70,654 
          電話加入権 120,000 120,000 0 

        固定資産合計 6,442,514 6,528,760 △ 86,246 
        資産合計 48,714,557 54,183,744 △ 5,469,187 

          前受金 1,722,530 1,604,546 117,984 

Ⅱ　負債の部
  １．流動負債

          預り金 730,583 582,099 148,484 
          未払消費税等 1,634,300 4,587,100 △ 2,952,800 

          未払金 6,705,554 3,235,724 3,469,830 

Ⅲ　正味財産の部

        流動負債合計 10,792,967 10,009,469 783,498 
        負債合計 10,792,967 10,009,469 783,498 

  １．指定正味財産
        指定正味財産合計 4,000,000 4,000,000 0 
        （うち基本財産への充当額） (    4,000,000) (    4,000,000) (            0)
  ２．一般正味財産 33,921,590 40,174,275 △ 6,252,685 
        正味財産合計 37,921,590 44,174,275 △ 6,252,685 
        負債及び正味財産合計 48,714,557 54,183,744 △ 5,469,187 
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公益財団法人　関西消費者協会

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

取得価格と期末時価のいずれか低い金額による。

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価法を採用している。

（３）固定資産の減価償却の方法

建物付属設備・・・定額法

什器備品・・・・定額法

（４）消費税等の会計処理方法について

消費税等の会計処理は、税込方式により行っている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産の増減及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）　

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

投資有価証券 4,000,000 0 0 4,000,000

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

（単位：円）　

科目 当期末残高
（うち指定正味財産
  からの充当額）

（うち一般正味財産
  からの充当額）

（うち負債に対応
  する額）

基本財産

投資有価証券 4,000,000 　（　4,000,000） (                 0) (                 0) 

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）　

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物付属設備 262,500 70,164 192,336

什器備品 472,920 317,942 154,978

合　　計 735,420 388,106 347,314

財務諸表に対する注記
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公益財団法人　関西消費者協会

１．基本財産及び特定資産の明細

　財務諸表に対する注記２.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高に記載

　のとおりであり、省略する。

２．引当金の明細

　該当事項なし。

附属明細書
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